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献 辞
経済学部での研究・教育に長きにわたってご尽力いただいた町田俊彦教授が定年を
迎えられ，２０１５（平成２７）年３月末をもって専修大学を退職されることとなりました。
私たち経済学部スタッフ一同は，これまでのご功績に対して『専修大学経済学論集』
第４９巻第３号を「町田俊彦教授退職記念号」として呈上し，衷心より感謝の意を表し
たいと思います。
町田教授は，北海道大学農学部農業経済学科卒業，東京大学大学院経済学研究科博
士課程単位取得退学後，１９７３（昭和４８）年４月に福島大学建材学部助教授として赴任
され，その後，東北大学教養部教授，東北大学農学部教授を歴任されたのち，１９９６（平
成８）年４月に専修大学経済学部教授に就任されました。
数多ある町田教授の研究業績を振り返ってみるとき，おおよそ三つの領域にまた
がっていると理解することができます。
第１は，日本における政府間財政関係・地方財政の研究です。この領域での主要な
研究業績として，地域経済・地方財政の実態調査に依拠した「公共投資拡大への地
方財政の動員」（『専修経済学論集』第３２巻第１号，１９９７年７月）および町田俊彦編
『「平成大合併」の財政学』（公人社，２００６年）が挙げられます。また，町田俊彦『歳
入からみる自治体の姿』（イマジン出版２０１２年）および「２つの分権論と分権シス
テム」（日本財政学会編「『社会保障・税一体改革』後の日本財政」『財政研究』第１０
巻，２０１４年）は，「協調型・統一型分権システム」および「競争型・分離型分権シス
テム」という２つの類型によって主要国の分権国家をとらえるという，この領域での
長年の研究に基づく貴重な成果として結実した作品でありました。
第２は，日本の社会保障財源に関する研究です。この領域での主な研究成果として，
「社会保障の充実と租税・社会保険料」（神野直彦・町田俊彦他編『よくわかる社
会保障と税制改革』イマジン出版，２０１２年），「社会保障と税の一体改革」（同）が
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あります。
第３は，ドイツと中国を対象とする外国財政の研究です。この領域では，旧西ド
イツのフィスカル・ポリシ－を分析対象とする「西ドイツにおける財政政策と景気調
整」（福島大学経済学部『商学論集』第４２巻第４号，１９７４年３月；第４３巻第４号，１９７５
年３月），統一ドイツの財政再建を対象とする「ドイツにおける財政赤字と財政再
建」（古川卓萬編『世界の財政再建』敬文堂，１９９８年），中国における政府間財政関
係を分析した「分税制改革後の地域格差と財政調整：中国」（持田伸樹編『地方分権
と財政調整制度：改革の国際的潮流』東京大学出版会，２００６年）が代表的な作品とし
て挙げられます。
こうした諸研究の展開過程と並行して，町田教授は，所属されている主要な学会で
ある日本財政学会および日本地方財政学会でも積極的な貢献をなされました。両学会
では，現在もなお理事をお務めになられており，とりわけ，専修大学生田キャンパス
において２０１３（平成２５）年５月１８－１９日に開催された日本地方財政学会第２１回大会で
は，大会実行委員長をお務めになるなど，学会運営においてもたいへん大きな役割を
果たされました。
以上のような研究活動とともに，教育活動に目を転じてみましょう。町田教授は，
経済学部および法学部において「財政学」の講義を担当され，大学院経済学研究科修
士課程では，生田キャンパス・神田キャンパス双方で「財政学特論」を担当されまし
た。とくに，神田キャンパスの修士課程における社会人対象の修士論文指導では，累
計約８０人におよぶ大学院生の指導教授として論文指導に注力され，「研究能力を兼ね
備えた税理士」の養成という点で多大なる貢献をされてこられました。あわせて，経
済学研究科博士後期課程では，「財政学特殊研究」を担当されました。
さらに学内での役職として，大学院経済学研究科長，社会科学研究所長，二部学生
部次長，国際交流センター委員会委員，専修大学戦略会議委員，専修大学基本政策検
討会議委員，出版企画委員会委員等々を歴任されました。
とりわけ，大学院経済学研究科長として，スタートして間もない社会人教育の充実
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に寄与され，また，社会科学研究所所長として，第１に，ベトナム社会科学院との研
究交流協定の締結，中国・韓国との研究交流など国際交流の拡大・深化に尽力され，
第２に，『専修大学社会科学研究所月報』における国内実態調査および海外実態調査
の報告形態にかんして，調査参加者全員がそれぞれ役割分担しながら報告書を作成す
るという新しい方式の充実を図ってこられました。
最後に，桃紅柳緑の季節，本学を退職された後もくれぐれもご健康に留意され，研
究に対する変わることのない横溢するエネルギーを発揮されるであろうことを願って
おります。そして，専修大学および経済学部の発展のために，折に触れてご協力いた
だけますようお願い申し上げます。以上，町田俊彦教授の古稀と定年でのご退職を心
よりお祝いしつつ，これまで賜ったご指導への深謝の念をこめて私からの献辞といた
します。
２０１５（平成２７）年３月
専修大学経済学部長 内山 哲朗

























































































































iii
